「官庁施設の設計業務等積算基準と業務料の算定」正誤表 （４刷）
事例２　　　設計に係る業務に関する算定例２(図面目録に基づく算定方法)

1． 条件
（略）

２． 設計業務委託料の積算
(略)
３． 業務人・時間数の算定方法
(略)

４． 業務人・時間数の算定手順
（４）図面１枚毎の所要工数の算定　＜３０ページ＞
(略)

　複雑度Ａ：　７．３３×０．６＝　４．４０
複雑度Ｂ：　７．３３×１．０＝　７．３３
複雑度Ｃ：　７．３３×１．４＝１０．２６
建築工事　図面１枚毎の所要工数
	番号
	図　　面　　名　　称
	複雑度
	所要工数
	対象外業務率
	所要工数

(対象外業務率を考慮)

	０
	表紙、図面目録
	
	
	－
	－

	１
	改修特記仕様書（１）
	Ａ
	１７．６８
	０．５
	８．８４

	２
	改修特記仕様書（２）
	Ａ
	１７．６８
	０．５
	８．８４

	３
	改修特記仕様書（３）
	Ａ
	１７．６８
	０．５
	８．８４

	４
	改修特記仕様書（４）
	Ａ
	１７．６８
	０．５
	８．８４

	
	（略）
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	３９
	各部詳細図
	Ｃ
	４１．２６
	－
	４１．２６

	４０
	仮設計画図（１）
	Ｂ
	２９．４７
	０．３
	２０．６３

	４１
	仮設計画図（２）
	Ｂ
	２９．４７
	０．３
	２０．６３

	４２
	仮設計画図（３）
	Ｂ
	２９．４７
	０．３
	２０．６３

	４３
	仮設計画図（４）
	Ｂ
	２９．４７
	０．３
	２０．６３

	４４
	仮設計画図（５）
	Ｂ
	２９．４７
	０．３
	２０．６３

	
	小計
	
	１２８４．８９
	
	１００２．０３


設備工事　図面１枚毎の所要工数　＜３２ページ＞
	番号
	図　　面　　名　　称
	複雑度
	所要工数
	対象外業務率
	所要工数

(対象外業務率を考慮)

	Ｅ１
	改修特記仕様書
	Ａ
	４．４０
	０．５
	　２．２０

	Ｅ２
	照明器具仕様書
	Ａ
	４．４０
	０．５
	　２．２０

	Ｅ３
	各階電灯配線図（改修前）
	Ｂ
	７．３３
	０．３
	　５．１３

	Ｅ４
	各階電灯配線図（改修後）
	Ｂ
	７．３３
	０．３
	　５．１３

	
	（略）
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	Ｍ15
	給排水設備平面図（１階）
	Ｂ
	７．３３
	０．３
	　５．１３

	Ｍ16
	給排水設備平面図（２階）
	Ｂ
	７．３３
	０．３
	　５．１３

	Ｍ17
	給排水設備平面図（３階）
	Ｂ
	７．３３
	０．３
	　５．１３

	
	小計
	
	１１８．７５
	
	８５．７５

	
	
	
	
	
	

	建築・設備合計所要工数
	所要工数
	所要工数

(対象外業務率を考慮)

	業務人・時間数
	１４０３．６４

≒１４０４
	１０８７．７８

≒１０８８


（５）一般業務に係る業務人・時間数の算定
（一般業務に係る業務人・時間）＝Σ(図面１枚毎の所要工数)
　　　　　　　　　　　　　　　＝１，０８８人・時間
（６）追加業務に係る業務人・時間数の算定　＜３３ページ＞
追加業務（必要人・時間　）

· 積算業務　１．３により（実施設計に係る業務人・時間数）×０．１５
ただし、積算業務については、実施設計業務の軽減がある場合でも積算業務が軽減されることはないため、対象外業務率を考慮しない所要工数に対して計上する必要があるので
１，４０４×０．１５＝２１０．６≒２１１人・時間
（７）業務人・時間数の算定
　　　　 (業務人・時間数) ＝(一般業務に係る業務人・時間数)＋（追加業務）

(業務人・時間数) ＝１，０８８＋２１１＝１，２９９人・時間
５． 設計業務委託料を構成する費用の算定
（１）直接人件費
（略）

この設計業務委託等技術者単価は、所定労働時間内８時間当たりの単価となっているので
１，２９９人・時間／８時間　＝　１６２．３７≒１６２人・日

（直接人件費） ＝ Σ｛（業務人・日数）×（直接人件費単価）｝
（直接人件費） ＝１６２人・日×２６，２００円＝４，２４４，４００円

（２）諸経費（１．０　積算要領　２．４による）　　＜３４ページ＞
（諸経費） ＝（直接人件費）×（諸経費率）
（諸経費） ＝４，２４４，４００円×１．０＝４，２４４，４００円

（３）技術料等経費（０．２　積算要領　２．５による）
（技術料等経費） ＝｛（直接人件費）＋（諸経費）｝×（技術料等経費率）
　　　（技術料等経費） ＝（４，２４４，４００円＋４，２４４，４００円）

                       　　×０．２＝１，６９７，７６０円

（４）特別経費
特別経費は、実情に応じて算定する。
　　仮に５０，０００円と想定

（５）消費税等相当額
（消費税等相当額） ＝｛（直接人件費）＋（諸経費）＋（技術料等経費）

＋（特別経費）｝×（消費税等率）
　　　　　　　　　　　　 ＝（業務価格）×（消費税等率）
（消費税等相当額） ＝（４，２４４，４００円＋４，２４４，４００円
                             ＋１，６９７，７６０円＋５０，０００円）×０．０５

　　　　　　　　　　　　 ＝１０，２３６，５６０円×０．０５＝５１１，８２８円

設計業務委託料の積算
（設計業務委託料）＝（直接人件費）＋（諸経費）＋（技術料等経費）＋（特別経費）

＋（消費税等相当額）＝（業務価格）×｛１＋（消費税等率）｝

（設計業務委託料）＝１０，２３６，５６０×（１＋０．０５）

＝１０，７４８，３８８円
事例４　　　工事監理業務に関する算定例（工事監理業務)

＜４２ページ＞ 上から１１行目 

誤 　Ａ３×０．００９＝１，１３０×０．００９≒１０．１６人・時間 

↓ 

正 　Ａ３×０．００９＝１，１２９×０．００９≒１０．１６人・時間 

＜４３ページ ＞上から１１行目 

誤 　（諸経費）＝１３，５９７，８００円×１．０＝１３，５９７，８００円 

↓ ↓ 

正 　（諸経費）＝１３，５７１，６００円×１．０＝１３，５７１，６００円
